
１　総括

(１) 人件費の状況（普通会計決算）

(２) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数については、令和３年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

       （短時間勤務））及び会計年度任用職員を含まない。

      ３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、

       会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

(３) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

100 として計算した指数です。

　　　２ 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３ 　平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない

とした場合の値です。
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(４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、

その理由））

（給料表の改定実施時期） 平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

若年層については、据え置き。高齢層については４％引き下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月

３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　給与改定後は平成２７年４月に遡及し２％、平成２８年４月１日時点は３％を支給。

　（参考）

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

（平成２７年４月１日実施）

(５) 特記事項

平成２７年度
の支給割合

4月1日
時点

遡及
改定後

１％

１％

２％

２％

平成２８年
度

の支給割合

３％

３％

令和２年度
の支給割合

３％

３％

平成２９年
度

の支給割合

国基準による支給割
合

東広島市の支給割合 ３％ ３％ ３％

平成３０年
度

の支給割合

令和元年度
の支給割合

３％ ３％ ３％

　（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月１日時点は１％、

　（支給割合）国基準３％に対し、東広島市においても３％を支給。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取

り組むとされている。



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(令和４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　３　「年収ベースの比較」の「公務員（Ｃ）と「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、

　　　　公務員においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　４　公務員においては臨時・非常勤等非正規職員を含みませんが、賃金構造基本統計調査は一定の条件のもとで

　　　　アルバイト等非正規社員も含んでいます。また、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務

　　　　内容、雇用形態、平均経験年数等の点において、完全に一致しているものではありません。

　　　５　賃金構造基本統計調査が企業規模１０人以上の企業を対象とするのに対し、人事院及び広島県人事委員会の

　　　　民間給与実態調査は事業所規模５０人以上の事業所を対象としています。

　　　　　広島県人事委員会の民間給与実態調査（技能・労務関係職種：電話交換手、自家用乗用自動車運転手、守衛、

　　　　　用務員）の状況は次のとおりです。

（注）2020年から2022年までの３ヵ年平均。平均給与月額を１２倍したものに、毎年の特別支給状況の額を加えた試算値です。
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（２）職員の初任給の状況(令和４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(令和４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況(令和４年４月１日現在）

（注）１　東広島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成１８年に１０級制から８級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

 　　　　　　　

　　主事・技師

構成比

　　　　　　　　％
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　　　　　　　　％
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円

　　　　　　　　人
289,700 円

　　　　　　　　％

円

円

　　次長・支所長

　　　　　　　　％
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( （ ）月分 (

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（令和４年４月１日現在）

国

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～45％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　無）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

24.586875

16,790

47.709

33.27075

1.45

1,544

47.709

47.709

2.55 月分

○

管理職員 管理職員

47.709

標準の区分のみ適用

イ　人事評価を実施した

広　島　県

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

国

○

一般職員

1.90

○○

令和3年4月2日から令和4年4月1日までのおける運用

ロ　人事評価を実施していない

1.45 ）月分

○ ○

一般職員

○ ○

 月分1.90

39.757539.7575

管理職員管理職員

東　広　島　市

24.586875

28.039533.27075

47.709 47.709

）月分

一般職員

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

東広島市

ロ　人事評価を実施していない

国

―

標準の区分のみ適用

○ ○ ○

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

19.6695

28.0395

19.6695

0.90

○ ○ ○

イ　人事評価を実施した

国

一般職員

0.90

東広島市

○

2.55

東　広　島　市

明らかになった時点で更新します。

○

令和３年度中における運用

１人当たり平均支給額（令和３年度）



 (3) 地域手当（令和４年４月１日現在）

千円

　　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当等を含みます。

日額400円

69,101

支給率

3 1,513上欄の地域を除く広島県内の地域

千円

25,982

25.1

10

国の制度（支給率）

支給実績（令和３年度決算）

防疫作業に従事したとき

広島県広島市

手当の種類（手当数）

防疫等作業従事手当
新型コロナウイルス感染症に係る
防疫等作業に従事する職員

患者等の身体に接触して、又は患
者等に長時間にわたり接触して行
う作業に従事したとき

6,488

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

東京都特別区

千円

行旅死亡人取扱手当

-

支給対象地域 支給対象職員数

消防業務手当

支給実績（令和２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

869,680

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

支給実績（令和３年度決算）

火災､救助その他災害業務に出動
したとき（その他の場合）

聖苑勤務手当

救急救命に関する技術的・技能的
業務に従事

消防業務に従事する職員

543

千円

千円

月額5,100円

650

4,396 千円

千円

出動1件につき160円千円

731,881

救急業務に出動したとき（その他
の場合） 3,042

行旅死亡人の収容の作業に従事し
たとき

火災､救助その他災害業務に出動
したとき（出動のため車両を運転
した場合）

消防業務手当

救急業務に出動したとき（出動の
ため車両を運転した場合） 2,446

-

月額3,000円

日額400円

月額10,000円

健康保険法の規定による
往診料等の額

消防業務に従事する職員

防疫等作業従事手当
新型コロナウイルス感染症に係る
防疫等作業に従事する職員

患者又はその疑いのある者の身体
に接触して、又は患者等に接して
行う検体の採取及び当該採取を補
助する作業に従事したとき

1,525 千円 日額3,000円

医療事務手当

廃棄物処理業務手当

日額1,500円

東広島浄化センターに勤務する職
員

千円

千円

-

749

-

-

従事した時間1時間につき
310円

千円 出動1件につき260円

1,144

廃棄物の処理業務に従事する職員

防疫等作業に従事する職員

支給実績
（令和３年度決算）

主な支給対象業務

千円

-

行旅病人の救護の作業に従事した
職員

行旅死亡人の収容の作業に従事し
た職員

-

日額600円

下水道業務手当

ひがしひろしま聖苑に勤務する職
員

国民健康保険診療所に勤務する職
員

日額4,000円

消防業務手当 出動1件につき360円

保育所勤務手当

千円

20

10

3

左記職員に対する
支給単価

千円

千円

7.5

20

540

7

0

支給実績（令和３年度決算）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

潜水業務に従事

182,166

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

生活保護法に基づく現業を行う職
員及びその指導監督を行う職員

廃棄物処理施設の槽内・炉内での
作業従事等

社会福祉業務手当

5,652

行旅病人取扱手当

手当の名称

防疫等作業従事手当

早出・遅出勤務をしたとき

下水処理施設の維持管理業務に従
事したとき

-

消防業務に従事する職員

千円

消防業務手当

往診・在宅患者訪問診療業務に従
事したとき

保育所に勤務する職員

消防業務に従事する職員

消防業務に従事する職員

出動1件につき260円

日額300円

行旅病人の救護の作業に従事した
とき

主な支給対象職員

121,932

消防業務手当

消防業務手当

社会福祉業務に従事する職員

日額2,500円

救急救命士の資格を有する職員

ひがしひろしま聖苑に勤務する職
員



（6) その他の手当（令和４年４月１日現在）

支給実績

（令和２年度決算）

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）
給　　料　　月　　額　　等

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×支給率(4.6）×年数 円 退職時

給料月額×支給率(2.75）×年数 円 退職時

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合

     における退職手当の見込額です。                                 

778,130

備 考

562,000

扶養手当

住居手当

期
末
手
当

同

同

副 市 長

配偶者：6,500円、子：10,000
円、その他：6,500円

千円

議 員

報

酬

千円

退
職
手
当

管理職員特別勤務手当

医師等に対して支給
月額限度額268,500円

560,000

507,000

179,112

181,128通勤手当

600,000

465,000

副 市 長 780,000

4.45

420,000

700,000

市 区 町 村 長

副 議 長

副 議 長

単身赴任手当

0

給

料

1,075,000

異動等により配偶者と別居し、単
身で生活することを常況とした場
合：23,000～70,000円

教 育 長

議 長

議 員

市 区 町 村 長

議 長

副 市 長

460,000

2,168

970,000

区 分

883,000

　　（令和３年度支給割合）

4.45

-

581,000

手　当　名

支給限度額借家：上限27,000円

異なる内容 平均支給年額

国の制度と

8,580,000

-

午後10時から翌日午前5時まで勤
務した場合
時間外単価×25/100×時間数

同

705,500

千円

交通用具

（令和２年度決算）

支給職員１人当たり

94,239

17,848,000

国の制度

異

-

休日勤務手当
休日に勤務した場合
時間外単価×135/100×時間数

268,131千円

143,176

187,830

内容及び支給単価 との異同

夜間勤務手当

宿日直勤務をした場合
1回4,200円

千円

-

同

宿日直手当

管理又は監督の地位にいる職員
39,700～94,000円

同

管理職手当支給対象職員が、臨
時・緊急の必要により休日勤務し
た場合
2,000～12,000円

　　（令和３年度支給割合）

通勤のため、公共交通機関、交通
用具を使用するもの
月額限度額
公共交通機関：55,000円
交通用具使用：24,500円

千円異

301,658106,787

同

初任給調整手当

管理職手当

市 長

648,000

千円

520,000

0



６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

主な増減理由

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

(注）１　職員数は一般職に属する職員数です。　

　 　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（２）年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

　

人

24歳

商　工

141

76.17

[    1,720   ］

～ ～

60歳44歳

～

人

55歳 以上

228

人人

40歳

39

1

39歳

人

合　　計

小　計

42

～

職員数

31歳

～

43

△ 26148

区　分

～

病　院

人

244

普
通
会
計
部
門

53.18

58

労　働

1

44

教育部門

322

水　道

民　生

82.64

6

小　計

53.00

23歳

△ 23

2

40

下水道

59歳

～
一
般
行
政
部
門

土　木

・事務執行体制の見直し

62

62

185

農林水産

議　会

22

計

～

292

0 0

12

970計

20歳

令和４年

7

　　　　　　　　区　分

　部　門

141

345

税　務

238

0

1,401

187

1,435

63衛　生

28歳

75.91

令和３年

12

消防部門

56

△ 2

7

122

1,002

23

64

0

職 員 数

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

32

0

23

2

△ 4

総　務

66

対前年
増減数

290

56歳

人 人 人人

その他

20歳

人

未満

52歳36歳

1,549 8

47歳

150 172 178 99124

43歳

人

△ 4

34

27歳 35歳

1,557

48歳

51歳

1,557

人

32歳

～

・事務執行体制の見直し

153 202

[    1,720   ］

～

9 51

・事務執行体制の見直し

6 △ 1

46145

0

2

4

6

8

10

12

14

16

２
０
歳
未
満

２
０
～
２
３

２
４
～
２
７

２
８
～
３
１

３
２
～
３
５

３
６
～
３
９

４
０
～
４
３

４
４
～
４
７

４
８
～
５
１

５
２
～
５
５

５
６
～
５
９

６
０
歳
以
上

構成比

５年前の構成比

%%%%%



(３)　職員数の推移 （各年4月1日現在）

　部　門

（４）地位別職員数の状況（一般行政職）（令和４年４月１日現在）

（単位：人）

1,557

課長補佐級

区分

245 97係　長　級

47

職員数

9

31

851

課　長　級

31

11

計

H28年度

1,540

女　性

2

6

97

625

25

17

8△ 23

H30年度

67

職員数

24

1,548

男　性

次　長　級

51

R3年度

△ 8

88

1,549

1715

15

295 198そ　の　他

78

51

差 引

H29年度

5938

12

19

増 員

1,557

普通会計・
公営企業
等会計

R1年度

△ 4

226

R4年度

△ 2

391539

1,542

部　長　級

342

13

減 員

67

75

　　　　　　　　　区　分

1,536

R2年度



７　公営企業職員の状況
（１）水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

令和２年度の総費用

に占める職員給与費比率

一人当たり

　　給与費 　　B/A 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務（再任用職員

      　（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含みません。

イ　 特記事項

平成１７年２月７日合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

東　広　島　市　　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

千円（参考：団体平均　　-　千円） 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

東　広　島　市　　（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　― 千円(団体平均   千円) １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

1,544

水　　道　　事　　業　

304,632

区　　分

令和３

％

千円

年度

47.709

47.709

人

1.45

49,850

43.5

千円　

千円

43 7,085

平　均　年　齢

33.27075

職員給与費比率

給　 料

千円　　　　　千円

　　　 　Ａ

477,209

Ｂ　

16,790

　実質収支

職員手当

7.0

179,676

水　　道　　事　　業　

2.55 2.55

1.45

1.90

0.900.90

1,747

東広島市（一般行政職）

水　道　事　業

平均月収額

令和３

6.9

総費用中、総費用 総費用に占める

期末・勤勉手当

Ａ  

559,713

　　計　Ｂ

千円

年度

1.90

47.709

28.0395

39.7575

基本給

296,786

％

職員数

24.586875

職員給与費

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ／Ａ

19.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

47.709

33.27075

24.586875 19.6695

千円 　　　　　千円

597,212

75,106

45.4

331,400

区　　分

4,281,756

　　　　　　区　　分

純損益又は



ウ　地域手当（令和４年４月１日現在）

千円

　　円

支給率

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

支給実績（令和３年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） 　％

手当の種類（手当数） 2

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）  
支給実績

（令和３年度決算）

円

円

円

円

円

千円

支給職員１人当たり

平均支給年額

初任給調整手当

支給実績
（令和３年度決算）

非常招集手当
時間外又は休日等に、非常招集に
より勤務した職員 非常招集 152 千円

千円

配偶者：6,500円、子１人につき
10,000円、その他扶養１人につき
6,500円

2,423

支給対象

312,240

支給実績（令和２年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

内容及び支給単価手　当　名

扶養手当 8,012

年末年始出勤手当

607

単身赴任手当

住居手当

通勤のため、公共交通機関、交通
用具を使用する者
月額限度額
公共交通機関：55,000円
交通用具使用：24,500円

異
専門的知識を必要とし、採用によ
る欠員の補充が困難な職に採用さ
れた職員に支給

異動等により配偶者と別居し、単
身で生活することを常況とした場
合：23,000～68,000円

152

115,357

主な支給対象業務

703

（令和３年度決算）

3,552 千円 888,000

10,133

34.9

支給実績（令和３年度決算）

夜間勤務手当

同

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

主な支給対象職員

通勤手当

管理職手当

千円

3,123

296,723

千円

１回　2,000円

日額　5,000円

手当の名称

同

支給限度額異

26,688

年末年始に勤務を命ぜられた職員 年末年始出勤

左記職員に対する
支給単価

6,092

支給対象職員数 国の制度（支給率）

広島県広島市

支給実績（令和３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

管理職員特別勤務手当
管理職手当支給対象職員が、臨
時・緊急の必要により休日に勤務
した場合　　2,000～12,000円

異

借家：上限27,000円

22,433

管理又は監督の地位にいる職員
39,700～94,000円 同

交通用具

上欄の地域を除く広島県内の地域 3 43

7.5

141,663

支給対象地域

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

0

午後10時から翌日午前5時まで勤
務した場合
時間外単価×25/100×時間数

休日勤務手当

宿日直勤務をした場合
１回4,200円

同

宿日直手当

千円 7,62531

同
休日に勤務した場合　　　　時間
外単価×35/100×時間数



８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入） （令和3年4月1日現在）

　　（注）休憩時間：職員が勤務時間の途中において、勤務から解放され、自己の時間として自由に利用することが保障され

　　　　　　　　　　ている時間であり、労働基準法に準拠しているもの。

（２）年次有給休暇の取得状況 （令和3年1月1日～令和3年12月31日）

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（2021(令和3)年4月1日～2022(令和4)年3月31日）

　　（注）１　「時間外・休日勤務総時間数」は、当該年度中の時間外勤務等の総時間数。

　　　　　２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は、「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管理職を除く）

　　　　　　 数で除したもの。

32.2

時間外・休日勤務総時間数
職員一人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

12:00～13:008:30

休憩時間

283,662

取得率
　Ｂ/Ａ　　　％

全対象職員数
　　　　　　　Ｃ

備　　　考
（時差通勤等を実施している場合は、その内容を簡潔に記入する）

38時間45分

18.9

平均使用日数
　Ｂ/Ｃ　　　日

17:15

総使用日数
　　　　　　　Ｂ

終了時刻

総付与日数
　　　　　　　Ａ

32,373 10,426 833 12.5

１週間の
勤務時間

開始時刻



（４）特別休暇等の状況 （令和4年4月1日現在）

　　（注）　「特別休暇等」とは，特別休暇及び職務専念義務免除で制度化されているもの。

その都度必要と認める期間

同

異

有給

有給

有給

同

同

有給

無給

無給

有給

有給

妊婦検診

女子職員の出産休暇

職員の結婚休暇

伝染病予防法交通遮断又は隔離

休暇の種類

同

裁判員、証人、鑑定人、参考人等とし
ての出頭

職務に関連のある他団体の職務に従事

非常災害による交通遮断

同

交通機関の事故等 同

同

有給

有給

２日以内でその都度必要と
認める期間

有給

有給

妊娠満23週:4週間に1回､24
週～35週:2週間に1回､出産
後1年以内においてその都度
必要と認める日又は時間

有給

有給

付与日数
・期間等

異有給

異

有給

有給

有給

天災地変による職員の現住居の滅失又
は破壊

その都度必要と認める期間

勤務時間の始め又は終わり
に、1日につき1時間以内

1日2回、それぞれ30分

有給

異

産前8週間、産後8週間

忌引

ドナー休暇

被爆者の健康診断休暇

生後満１年に達しない子の養育休暇

3日間

配偶者の予定日前日から出
産後2週間までで2日以内

異

同

同

同

同

同

同

同

その都度必要と認める期間

同

異

異

異

異

同

同

厚生計画への参加

研修受講

出生サポート休暇

一の年において５日（当該
通院等が体外受精及び顕微
授精に係るものである場合
にあっては、１０日）の範
囲内の期間

有給 同

組合休暇

介護休暇

病気休暇

ボランティア休暇

家族(子･配偶者･父母)看護休暇

配偶者の出産休暇

妊娠中の女子職員の通勤緩和

親族に応じ1～10日間

慣習上最小限度必要と認め
る期間

有給

有給

有給

同

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

夏季休暇

父母、配偶者及び子の祭日

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

生理休暇

国の制度
との異同

有給・無給
の別

国は、父母に限定。1日以内

国は、制度なし

看護の対象者が、国の場合、就学
前の子に限定

国は、一日の正規の勤務時間等の
範囲で必要と認められる時間（回
数制限あり）

国は、必要最小限度の期間

国は、制度なし

国は、産前6週間

国は、5日以内

所轄庁の事務又は事業の全部又は一部
の停止

選挙権その他公民としての権利の行使

有給

有給

有給

国は、制度なし

国の制度と異なる内容

連続する７日以内の期間(週
休日等を除く)

同
他団体からの委嘱を受けて行う講義･講
演

その都度必要と認める期間

国は、制度なし

暦年で3日（被看護人が小学
校就学前の子の場合は5日）
以内

暦年で5日以内

療養のため必要最小限の期
間

介護のため必要と認める6月
以内の期間

暦年で30日以内

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

有給

有給

有給(90日ま
で)

その都度必要と認める期間

７日以内においてその都度
必要と認める期間



９　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分者数（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

（２）懲戒処分者数（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

　（注）「訓告等」とは、事件当事者又は監督者に対して訓告、厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正

　　　　措置をいいます。

１０　職員の服務の状況

  公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。）
　に基づく派遣の状況 （令和4年4月1日現在）

東広島地域職業能力開発協会

地公法第28条
第１項第2号
第2項第1号

1 126 127

勤務実績が良くない場合

地公法第28条
第１項第3号

1

区　　　　分 降任 免職 休職

合計

刑事事件に関し起訴された場合
地公法第28条
第2項第2号

地公法第28条
第１項第１号

地公法第27条
第２項

減給 停職

計

区　　　　分 戒告

降給

0

職制，定数の改廃，予算の減少により
廃職，過員を生じた場合

地公法第28条
第１項第4号

0

職に必要な適格性を欠く場合

0

心身の故障の場合

免職

3

1 3

法令に違反した場合
地公法第29条
第１項第１号

2 1

0 40

128

1

0条例で定めた事由による場合

訓告等

0 1 127 0

派遣形態根拠 法　人　名
派遣職員数（人）

役員 職員 合計

2 3

2

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

地公法第29条
第１項第3号

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

地公法第29条
第１項第2号

0

0 0

計 2 0

38

0

公益財団法人ひろしま国際センター 0

1 1

社会福祉法人東広島市社会福祉協議会

0

議長会 0

一般社団法人広島県土木協会

公益財団法人東広島市教育文化振興事業団

東広島市土地開発公社

日本下水道事業団 1 1

1

0

1

9

0 0小　計

10

0

10

0

1 0

2 2

1 1

0

0

0

合　計 1

職
員
派
遣

民法法人
派遣法第2条第1号

地方自治法に基づく連合組織
派遣法第2条第4号

市長会

一般社団法人ディスカバー東広島

公益財団法人広島県市町村振興協会

一般社団法人東広島地区医師会

東広島商工会議所

公益社団法人東広島市シルバー人材センター

0
特別の法律で設立された法人
派遣法第2条第3号

退
職
派
遣

特定法人
派遣法第10条

0

一般地方独立行政法人
派遣法第2条第2号

1 9小　計

合計



１１　職員の研修の状況
（１）研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第３９条第２項）

（２）研修の実施状況 （令和3年4月1日～令和4年3月31日）

１２　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）安全衛生管理体制（令和３年度）

（２）職員の福利厚生事業の状況（令和３年度）

（３）公務災害の認定状況（令和３年度）

（４）勤務条件に関する措置要求の状況（令和３年度）
　　　　該当なし

（５）不利益処分に関する不服申し立ての状況（令和３年度）

　　　　該当なし

１３　職員の退職管理の状況
（１）職員の退職管理の状況

（注）職員の退職管理に関する条例第３条に基づき、離職後２年間に営利企業等に再就職したとして届け出た職員数。

・R2：新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大により研修中止が多発

備　考

区分 再就職届出

令和２年度退職者 0人

令和３年度退職者 0人

策定の有無 策定時期

有 平成19年2月

前年度
参加者数

選任事業場数 1箇所 7箇所

区　　分 市長部局等 教育委員会 消防局

計 1613 894

独自研修 1316 702

その他の派遣研修 64 7

ひろしま自治人材開発機構 233 185

機関別研修
本年度

参加者数

過重労働対策事業 過重労働者に対する健康調査等

事業名 内　　容

健康診断事業 一般・特殊健康診断、人間ドック、ＶＤＴ作業従事者健診等

1箇所

衛生委員会 設置事業場数 1箇所 50箇所 1箇所

産業医 選任事業場数 1箇所 7箇所

1箇所

安全衛生推進者等 選任事業場数 34箇所 44箇所 8箇所

衛生管理者

2件

計 9件 0件 2件 11件

通勤災害 2件 0件 0件

計

公務災害 7件 0件 2件 9件

区　　分 市長部局等 教育委員会 消防局

メンタルヘルス対策事業 メンタルヘルス研修、啓発資料の作成等、産業カウンセラー事業、ストレスチェック事業

互助会運営事業 職員互助会による健康増進等支援事業

健康相談事業 産業医の定期健康相談・巡回相談、保健師の健康相談等


